
書式第 12号 (法第28条関係)

事業報告用

令和 4年度 事業報告書
特定非営利活動法人ひょうたん島

1韓 の麒
新型コロナウィルス感染症嘲 染対策を構して、制限はありながらも障がい者ができるだけ地域の
中で通常通り生活できるようにと可能な範囲で活動や支援を継続した。第7波の最中、活動後に感染者
が複数名発症する事態となつたが、きちんと状況を検証し対策を請じ、その後¨ 順調に事業を経
続できた。
医療的ケアに関しては、研修を受けたものの利用者の状況により実施できないこともあつたが、二―
ズはあるので対応できるように今後もヘルバーの育成ヤ巧昴修を重ねていく。鋳 度から月1回在宅での
泊り支援を始め、新たな

=…
ズに対応した。移動支援連絡会主催のヘリリく―養成講座からヘルバー登録

はあつたが、全体的には週末のヘルバー確保が離しいことがあり今後の課題となつた。
グループホーム設立準備委員会では、前年度に実施したアンケートと聞き取り調査の考察を作成し、
市への報告と各市議会議員会派との懇談を行つた。市内で重症心身障がい者や菫度暉がい者が利用でき
るグループホームの設立を目指して、他事業所のリサーチや制度の学習・研修への参加などを行つた。
2 事■の奥出に目するm
(1) 活動に係る事業

足釈に配職
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生活支援事業
えるクラフとい

活動場月力・目写
などへの移送事
業

ひようたん島 2名

活動場所・自宅など
への移送を必要とす
るしょうがい児・

者・高齢者

7名 3M
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陣薔者総合支援法に基
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(すいへいせんとい
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移動支援事業
日中一時支援
事業
有償支援事業

随時

利用者指定の
場所

29名

移動支援・日中時時
間預かりを必要とす
るしょうがい児・

者・高齢者

16名

砧
鰺
数
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地域への情報発信事業 法人HPによる

普及活動

通信の発行

随時

3名

しょうがい児・者・

高齢者に関する活動

及び問題に興味関心

のある、法人HP及
び通信の開寛者

週末の喫茶
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ム設立準備愛
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随時

ひょうたん島
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高齢書・他地域住民
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多
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活 動 計 算 書
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I絶常収 41
:受取会費】
正会員受取会費
費助会員受取会費
I受取寄付金】
受取寄付金
I事業収益l
(1)しょうがい児・者。高齢者及び地域住民に対する生活支援事業
(2)児童 。生徒`地域住民に対する青少年の健全育成事業
(3)障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業
(4)障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業
(5)法人HPに よる普及活動つうしんの発行
(6)法人の目的を達成するための事業
事業収益
【その他収益:
受取 利息
助成金等
雑収入
貸倒引当金戻入額
経常収益 計

:経常費用】
:事業費】
(人件費)
補助作業者給与
給料 手当(事業)
退職金
人件費計
(その他経費)
業務彙託費
食材費
法定福利費
福利厚生費
研修費
交際贅
旅費交通費
通信費
消耗品費
支払手数料
システム使用料
保険料
租税公課
請謝金
寄付金

その他経費計
事業費 計

`管

理費:
く人件費)
役員報酬
人件費計
(その他経費)
業務姜託費
法定福利費
交麟費
通信費
消耗品費
支払手数料
誠僣償却費
租税公課
諸謝金
水道光熱費
地代家賃
支払颯醸料
貸倒
=:当
金繰人機(販 )

費用弁償費

その他経費計
管理費 計
経常費用 計
当勅経常増減額

【経常外収益】
経常外収益 計
:経常外費用】
支払利息
経常外費用 計
3a引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期縫麟正映財産額
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200.000

468,583
10,900

505,169
180,290

15,000

12,000

219,273
95,86ル

158,200

15,810
159,390

115,670
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10,000
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18,000

3.242.532
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貸 借 対 照 表

特定非営利活動法人ひょうたん島

全事業所

[税込](単位 :円 )

令和5年 3月 31日 現在

【流動資産】

(現金・預金)

現   金

普通 預金

現金 。預金 計

【他流動資産】

売掛金

貸倒引当金

原材料

未収入金

他流動試算 計

流動資産合計

資産合計

3,732,740

△  22,300

0

0

3,710,440

《負債の部》

1,447,570

435,000

35,763

920,000

《正味財産の部》

《資産の部》

0

4,117,717

4,117,717

【流動負債】

未払金

未払法人税

預り金

流動負債合計

【固定負債】

長期借入金

固定負債合計

負債合計

7,828,157

1,918,333

920,000

3,242,532

1,747,292

7,828,157

2,838,333

4,989,824

7,828,157

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

ＡＸ
）
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特定非営利活動法人ひょうたん島 イト禾口5詢F3月 31日  1見イニ

【重要な会計方針 1
財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日
会計基準協議会)によっています。

2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人

(1).固 定資産の減価償却の方法
法人税法に規定する定率法により償却しています。

(2)。 引当金の計上基準
債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に規定する法定繰入率により計算した

回収不能見込額を計上しております。

(3)。 消費税等の会計処理
当期は免税事業者に該当しております。

:借入金の増減内訳】

長期借入金

合計

晩Elπ左1贖|口|IEttfil,rilI困 1 当期返済 IEllE31■]
1,400,0001   01
1    1

480:0001 920,

1.400.000: 0 480.0001    920.00C
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財 産 「
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特定非営利活動法人ひょうたん島

全事業所

[税込](単位 :円 )

令和5年 3月 31日 現在

一
〓

《資産の部》

【流動資産】

(現金 。預金)

現金

普通預金

たましん

たましん すいへいせん

ゆうちよ

現金・預金 計

【他流動資産 l

売掛金

貸倒引当金

商品

未収入金

他流動試算 計

流動資産合計

資産合計

I流動負債】

未払金

未払法人税

預り金

源泉所得税

流動負債合計

長期借入金

固定負債合計

負債合計

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

0

4,117,717

(1,320,696)

(2,797,021)

(0)

《負債の部》

4,117,717

3,732,740

△ 22,300

0

0

3,710,440

1,447,570

435,000

35,763

(35,763)

460,000

460,000

3,242,532

1,747,292

7,828,157

1,918,333

920:000

7,828,157

2,838,333

4,989,824
E==========コ
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書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 年間役員名簿
令和5年4月 1日から令和6年3月 31日 まで

特定非営利活動法人 ひょうたん島

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

匝]以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
匹]各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1
監事
みやなべ ようこ R3年

R5年

7月  1日

6月 30日

R4年

R5年

7月  1日

6月 30日官鍋 陽子

2
監事理事
なもせ ちよ

“

年

R5年

7月  1日

6月 30日

年  月  日

年  月  日南百瀬 千代

3
監事理事

さなだ あきこ R3年

R5年

7月  1日

6月 30日

年  月  日

年  月  日員日 明子

4 監事
わしず まりこ R3年

R5年

7月  1日

6月 30日

年  月  日

年  月  日鷲頭 まり子

5
監事

ほりこし まみこ R3年

R5年

7月  1日

6月 30日

年  月  日

年  月  日堀越 真美子

6
監事理事

いきみ あさこ R3年 7月  1日

R5年 6月 30日

年

年

月   日

月 日勇 麻子

7
監事理事

ひだい けいこ R3年  7月  1日

R5年 6月 30日

年

年

月   日

月   日樋代 景子

8
理事

あべ ゆみ R3年

R5年

7月  1日

6月 30日

年  月  日

年 月 日阿部 由美

9 理事
ほり さとみ R3年

R5年

7月  1日

6月 30日

年  月  日

年  月  日堀 里美

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日



書式第 19号 (法第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
令和5年 3月  31日 現在

特定非営利活動法人 ひようたん島

氏   名

樋代 景子

，
“
彙田 明子

一
● 鷲頭 まり子

4 南百瀬 千代

´
●
堀 里美

6
宮鍋 陽子

7
阿部 由美

０
０ 土屋 裕紀

9 堀越 真美子

１
二

〈
υ

勇 麻子

■

■


